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Auerbach＝Kotlikoff (1983)  に始まる一連の研究によって開発された、ライフサイクル一
般均衡モデルを用いたシミュレーション分析の手法が適している。 この分析手法の有用性の 3
ために、 これまで数多くの研究が行われてきた。 例えば、 Auerbach＝Kotlikoff (1987)、 Altig
























が記述される。第 3 節では、シミュレーション分析の方法と仮定について説明される。第 4 
節では、シミュレーション結果とその解釈について述べられる。第 5 節では、結論が述べ
られる。  4












本稿では、 国立社会保障 ・ 人口問題研究所 (2002) の人口のデータを使用することにより、
日本経済のシミュレーションを行っている。基本的に 75 期間のライフサイクルを持つ世代
が重複している経済を用いて、シミュレーション分析を行う。モデルは、家計・企業・政
府の 3 部門から構成される。モデルは離散的時間で、1 年を単位として記述される。家計の
基本構造は、次の通りである（モデルは基本的に Okamoto (2006)  と同じであるので、詳
細については Okamoto (2006)  を参照のこと） 。 
 
2.1  家計の行動 
家計は、低・中・高所得層の 3 階級に分割されており、それぞれの所得層を代表する 3
人の代表的家計を考慮する。 1  各家計は同じ期待生存確率と同じ効用関数を持つが、 稼得能
力が異なるために、所得水準も異なる。家計は 21 歳の時点で意思決定主体として経済に現
れ、最大 95 歳まで生きる。家計は、毎期年齢に依存した死亡確率に直面する。 j 歳の家計











j j s q p                                                              ( 1 )   5
確率q jj +1| は、 国立社会保障・人口問題研究所 (2002) の人口のデータから算出されている。  
家計の効用は、消費の水準と、政府が家計に供給する公共サービスの水準に依存する。
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ここで、Cs
i はs 歳での消費（支出） 、δ は将来を割り引くための調整係数、γ は異なる年次
での異時点間の代替の弾力性のパラメータである。 上付き文字 ) , , ( h m l i = は、 それぞれ低・
中・高所得層を表している。 
政府が家計に供給する財・サービスは、Borcherding (1985)  を参考にしてモデルに導入
されている。Gt   はt 期の政府支出、 t AN はt 期の総人口である。μ は政府支出（公共サー
ビス）による便益に与えられるウェイト、ベキ指数ρ は公共財の程度を表すパラメータで
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ここで、 As
i はs 期の期首に家計によって保有される資産額、r は利子率、wは労働の効率
単位当たりの賃金率、  es は家計の年齢－労働効率プロファイルである。 2  bs
iは公的年金の
給付額、as
i はs 歳に相続される遺産額である。 ) ( s
i
w e wx τ は労働所得税率、   c τ は消費税率、
τ r は利子所得税率、τ p は公的年金の保険料率である。x





は、3 つの所得層の稼得能力における現実的な差異を反映するように設定される。  6
租税制度は、労働所得税・利子所得税・消費税・相続税により構成される。労働所得税
については、 Auerbach＝Kotlikoff (1987)  と同様の方法で、 累進課税が導入されている。α
とβ の 2 つのパラメータを用いると、粗賃金率 s
ie wx に対して、平均税率 ) ( s
i
w e wx τ が
s
ie wx β α 5 . 0 + 、限界税率が s
ie wx β α + と表される。β = 0のとき、比例税になる。税収を
一定に保ちながら、β を増加させるのと同時にα を減少させることにより、累進度を高め
ることができる。なお、(3)式の ) ( s
i
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1                                             ( 7 )  
初期の消費













定する （企業 ・ 政府部門の基本構造および市場均衡条件については、 補論 B を参照のこと） 。 
 
3  シミュレーション分析 
 




算過程については、Auerbach＝Kotlikoff (1987)、Okamoto (2004)  を参照のこと） 。累進
的な労働所得税率を決定するパラメータ（α 、β ） 、利子所得税率（ r τ ） 、および相続税率
（ h τ ）は外生的に与えられる。税収中立の下で、消費税率（ c τ ）が内生変数となる。公的
年金制度に関しては、所得代替率（θ ）が外生的に与えられ、保険料率（ p τ ）  が内生変数 8
となる。 
 
3.2  ケース分け 
本稿では 3 つの定常状態を考える。すなわち、現在（2005 年）の定常状態、および、さ
らに高齢化の進展した 2025 年と 2050 年の定常状態である。 ケース A は基準ケース （2005
年の定常状態）である。ケース B と C は、それぞれ 2025 年と 2050 年の定常状態である。
ケース A、B、C は人口の年齢構成が異なる。5  期待生存確率（ s p ）と出生者数の成長率
（n ）の違いが、3 つの定常状態の間での人口構造の違いを生み出す（3 つの定常状態を特
















本稿では、今後の公的年金のスケジュールに関する 2 つのシナリオの下で、 「最適な」国
民負担率を算出している。一つのシナリオは、所得代替率を現在と同一に保つシナリオで
ある。 ケース B と C は、 基準ケース A と所得代替率が同一のケースである。 この場合には、
少子高齢化に伴い、年金保険料率が上昇する。もう一つのシナリオは、2017 年以降は年金 9
保険料率が上限の 18.30％に固定されるという、 現行のわが国での公的年金制度のスケジュ
ールに従う場合である。 ケース B-1 と C-1 は、 年金保険料率が 18.30％に保たれるケースで
ある。この場合には、少子高齢化の進展に伴い、所得代替率が低下する。 
少子高齢化が進展すると、労働人口の比率が低下し、総生産（ t Y ）が減少する。その結
果、総生産（ t Y ）に対する総税収（ t T ）の比率が上昇するが、これは実質的な税負担の増
加を意味する。税収一定の仮定の下では、現在の定常状態（2005 年）から高齢化定常状態
（2025 年と 2050 年）への移行に伴い、税負担が増加する。シミュレーションでは、この
追加的な税負担を消費税で賄うこととする。一つの理由は、消費税は他の税よりも資本蓄






を算出する。以上より、シミュレーションでは次の 10 ケースを考える（表 2・3 を参照の
こと） 。 
 
1)  ケース A (基準ケース：2005 年) 
労働所得税については、その累進度が現実に近くなるように設定し、平均税率は 8.1％とす
る。消費税率・利子所得税率・相続税率は、それぞれ 5%・20%・10%とする。 
2)  ケース B・B-1 (2025 年) 
基準ケースから 2025 年の定常状態への移行に伴う税負担の増加を消費税で賄う。公的
年金制度に関して、所得代替率を基準ケースと同一に保つ場合がケース B である。年金
保険料率を 2017 年以降の上限値にする場合が、ケース B-1 である。 
3)  ケース C・C-1 (2050 年) 
基準ケースから 2050 年の定常状態への移行に伴う税負担の増加を消費税で賄う。公的
年金制度に関して、所得代替率を基準ケースと同一に保つ場合がケース C である。年金
保険料率を 2017 年以降の上限値にする場合が、ケース C-1 である。  10




3.3  パラメータの設定 
本稿では日本経済の分析を念頭に置いているため、出来る限り日本の現実に近くなるよ
うにパラメータの値の設定を行っている。基準ケース（ケース A  ）では資本・所得比率（K 
⁄ Y） 、資本・労働比率（K ⁄ L）などのパラメータの値が、日本の現実値に近くなるように設
定を行っている。 シミュレーションで使用されるパラメータの値は、 表 4 に示されている。 
  まず、 効用関数において政府からの公共サービスに与えられるウェイト・パラメータ （μ ）
の設定についてであるが、わが国の国民に対してアンケートを行っている経済産業研究所 
(2006)  を用いて推定を行い、その推定値を用いている（詳細については、補論 C を参照の
こと） 。 
  次に、国立社会保障・人口問題研究所 (2002) のデータを用いて、次のパラメータの値を
算出している。 期待生存確率 （ ps） に関しては、 モデルでは性による区別が無いため、 2005
年、2025 年、および 2050 年について、男性と女性の平均値を使用している。また、この








て、財務省 (2006a) による表 5 のデータを用いて推定を行っている。モデルでの低・中・











唆される値（8.1%）になるように、α 、β の値を選んでいる。 
  最後に、公的年金制度に関して、基準ケース A  の年金保険料率（ p τ ）が、2005 年（10
月以降）の現実の厚生年金の保険料率 14.288%となるように、所得代替率（θ ）を選んで
いる。ケース B・C では、所得代替率を基準ケースと同一に保ち、保険料率が内生的に決ま
る。逆に、ケース B-1・C-1 では、年金保険料率を 18.30％とし、所得代替率が内生的に決
まる。これは、現行のわが国の公的年金のスケジュールに従い、2017 年以降は厚生年金の
保険料率が上限値の 18.30％に固定されることを反映したものである。  
 
4  シミュレーションの結果 
財務省 (2006a)  によると、2006 年度予算ベースで、わが国の租税負担率（＝（国税＋地
方税）/  国民所得）は 23.0％、社会保障負担率（＝社会保障 / 国民所得）は 14.7％、これ
らの合計である国民負担率は 37.7％である。表 2 で示されるように、基準ケース A  では、












4.1  シミュレーションの結果とその解釈 
1 )  少子高齢化の影響 
表 1 はケース A・B・B-1・C・C-1 について、これらのケースを特徴付けるパラメータの 12
値を示している。少子高齢化の進展を反映して、2025 年および 2050 年のケースでは、総
労働供給（ t L ）が顕著に減少している。公的年金制度の所得代替率が一定の場合には、年
金保険料率が急激に上昇している。ケース A では保険料率が 14.29%であるが、ケース B
では 21.94％、ケース C  では 32.28％へと上昇している。保険料率に上限値（18.30%）が
ある場合には、所得代替率が急激に低下している。ケース A では所得代替率が 0.334 であ




2)  公的年金制度のスケジュールについての 2 つのシナリオ 
表 2 では、今後のわが国の年金スケジュールに関して 2 つのシナリオを想定した場合の
結果を提示している。一つは、公的年金制度の所得代替率を基準ケースと同一に保つシナ
リオ（ケース B と C）である。もう一つは、年金保険料率を 2017 年以降上限値（18.30％）
で維持するシナリオ、すなわち、わが国での現行の年金スケジュール（ケース B-1 と C-1）
である。前者のシナリオのほうが、後者よりも公的年金の規模がはるかに大きいことが示




要となるからである。年金規模の大きいケース C では、資本労働比率（K ⁄L ）は 3.19 に
過ぎないが、年金規模の小さなケース C-1 では 7.83 である。その結果、ケース C-1 の社会

















ケース A* (2005 年)  では 31.1％であるが、ケース C-1* (2050 年)  では 35.8％である。こ
の理由として、2050 年では老齢人口比率が上昇しているために、総生産Y が低下している
ことが考えられる。ケース A*ではY は 400.5 であるが、ケース C-1*では 327.4 である。社
会保障負担率（B ⁄Y ）は、所得代替率が基準ケースと同一のケースで高く、年金保険料率




年（ケース A*）では 43.8％、2025 年では 51.9％（ケース B*）と 49.3％（ケース B-1*） 、
2050 年では 62.0％（ケース C*）と 53.0％（ケース C-1*）となっている。公的年金制度の
所得代替率を一定としたケースのほうが、現行のわが国の年金スケジュールを想定したケ





4 )  国民が許容できる潜在的な国民負担率についての加重平均値 
補論 C では、国民が許容できる潜在的な国民負担率についての加重平均値が 42.4％であ 14
ることが示されている。一方、表 3 で示されるように、本稿でのシミュレーションの結果
として得られた、2005 年の「最適な」国民負担率は 43.8％（ケース A*）であり、ほぼ近
い値になっている。2025 年、2050 年と少子高齢化が進展していくと、 「最適な」国民負担




恩恵を受けているにもかかわらず、 あまりそれを認識していないことが考えられる。 補論 C
では、経済産業研究所 (2006) のアンケート結果を用いて、効用関数における、公共サービ
スに対するウェイトの推定を行っている。表 7 では、公共事業および防衛については、そ
のウェイトが他の項目に比べてかなり低い （それぞれ 0.340、 0.398） ことが示されている。 
 
5)  重要なパラメータの感度分析 
家計が政府支出による受益を享受していることをモデルで考慮する場合に、 2 つの重要な
パラメータが存在する。 一つは、 家計の効用関数において公共サービスに与えられるウェイ
ト・パラメータ （μ ） である。 もう一つは、 政府支出の公共財の程度を表すパラメータ （ρ ）
である。これらのパラメータの変化がシミュレーション結果に与える影響を調べることは、
本モデル分析において非常に重要である。本モデルと同様のモデルが用いられている













   
4.2  留意すべき点 
本稿でのシミュレーション結果を解釈するに当たって、 次の 5 点に留意する必要がある。 
第 1 に、本稿では非弾力的な労働供給が仮定されている。このために、累進課税のもつ
部分的な効果のみが存在し、超過負担が発生しない。課税の包括的な影響を取り入れた分
析を行うために、 弾力的な労働供給をモデルに導入するべきである （なお、 Okamoto (2007) 
では、弾力的な労働供給をもつモデルを用いて分析を行っている） 。しかしながら、わが国
の労働供給は税引き後の賃金率に対してかなり非弾力的であることを示唆する先行研究が






































された。 少子高齢化のさらに進展した 2050 年には、 それが 50%を超える可能性があること
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1  Altig 他 (2001) では、ライフサイクルモデルに稼得能力の異なる 12 人の代表的家計を
導入した分析が行われている。また、Okamoto (2005b)  では、連続的な所得分布で表
される無数の代表的家計を同一コーホートに導入した分析が行われている。 




2 1 0 L a L a A a A a a Q + + + + = , 
ただし、Q は月間平均給与収入、 Aは年齢、L は勤続年数を示す。表 6は、厚生労働
省 (2005) のデータを用いた推定結果を示している。日本では年間給与収入に占めるボ
ーナスの比率が高いため、月間平均給与収入にボーナスを含めている。 
3  Okamoto＝Tachibanaki (2002)と Okamoto (2007)  のモデルでは、 年金制度は基礎年金
と二階建て部分（報酬比例部分）から構成される。また、現行のわが国の公的年金制度






l U SW = であれば、ロールズ型の社会厚生関数となる。 
5  ケース A・B・C を通じて、人口は一定に保たれている。全てのシミュレーション・ケ









7  Okamoto (2005a)  では、少子高齢化の急速に進展するわが国においては、効率性およ
び公平性の観点から累進支出税が最も望ましいとの結論が得られている。 
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                                                                             ( A 1 )  
ここで、上付き文字 ) , , ( h m l i = はそれぞれ低・中・高所得層を示し、λs
i は予算制約に関す
るラグランジュ乗数を表す。 95 , , 22 , 21 Λ = s について、一階の条件を求めると、 
  {} 0 ) 1 ( ) 1 (
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                                        ( A 4 )  
(3)式を 95 , , 22 , 21 Λ = s について逐次代入していき、意図的な遺産が存在しないことによ
る、端点条件 0 96 21 = =
i i A A を用いることにより、次式が導出される。
∑
=
− − + − +
95
21
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集計された生産関数を、 次式のように CES 型 （資本と労働の代替の弾力性が一定の関数）
で定式化する。 
















1 ()                                             ( B 1 )  
ここで、Yt は総生産量、Kt は総資本、Lt は効率単位で計った総労働供給、B は規模パラ
メータ、ε は生産における資本のウェイト・パラメータ、そしてσ は生産要素（Kt とLt ）
の間での代替の弾力性のパラメータを表している。生産関数の一次同次性より、次式が成
立する。  22










  t t B R =                                                            ( B 4 )  
ここで、 Rt は年金保険料収入、Bt はST 歳以上の世代に対する年金給付総額を示す。 
これら両部門は独立しており、部門間での移転は行われない。Tt ・Gt ・ Rt ・Bt は、次
式のように定義される。 
  t h t c t r t t BQ AC rAS LX T τ τ τ + + + =                                          ( B 5 )  
∑
=
− − + =
95
21
) 21 ( ) 1 (
s
s
s t t g n p N G                                                 ( B 6 )  
  Rw L tp t = τ                                                               ( B 7 )  
∑
=
− − + + + =
95









s t t b b b n p N B                                     ( B 8 )  
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s t t e wx e wx e wx e wx e wx e wx n p N LX β α β α β α
                                                                             ( B 9 )  
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s t t A A A n p N AS                                  ( B 1 0 )  
  ∑
=
− − + + + =
95
21









s t t C C C n p N AC                                  ( B 1 1 )  






t t BQ BQ BQ BQ + + =                                                 ( B 1 2 )  
 
市場均衡 
最後に、資本市場・労働市場・財市場の 3 つの市場の均衡条件について述べる。 
1)  資本市場の均衡条件 
家計によって供給される資産総額が実物資本に等しいという関係により、次式が成立す
る。 
   t t K AS =                                                               ( B 1 3 )  
2)  労働市場の均衡条件 
効率単位で計った、企業によって需要される総労働需要が家計によって供給される総労
働供給に等しいという関係により、次式が成立する。 
   ∑
=




h m l s
s t t e x x x n p N L
21
) 21 ( } { ) 1 (                                 ( B 1 4 )  
3)  財市場の均衡条件 
総産出量が、消費・投資・政府支出の和に等しいという関係により、次式が成立する。 








   
1  ウェイト・パラメータ（μ ）の推定 
アンケートの問 2（政府支出の増減への考え）に基づいて、公共サービスに与えられるウ
ェイト・パラメータに関して次のような推定を行った（図 1 を参照のこと） 。まず、移転支
出である「社会保障」を除いた 4 つの項目、 「公共事業」 「文教および科学振興」 「防衛」 「治
安」について、ウェイトを 





として、それぞれの加重平均値を導出した。その結果は、表 7 に示されている。 
次に、これら 4 つの項目について、わが国の現実での予算配分における構成比率を考慮
して、全体の加重平均値を算出した。治安以外の 3 項目に関しては、財務省 (2006c) によ
り平成 18年度の一般歳出のデータを用いた。 治安については、 一般歳出に項目が無いため、
財務省 (2006b) により、平成 18 年度の警察庁の概算要求額を用いた。このようにして、
社会保障を除く全体の加重平均値、すなわち、公共サービスに与えられるウェイト・パラ
メータの推定値、0.4436 が得られた。 
   
2  国民が許容できる潜在的な国民負担率の加重平均値の推定 
アンケートの問 14（潜在的な国民負担率の許容範囲）に基づいて、わが国の国民が許容
できる潜在的な国民負担率についての加重平均値の推定を行った（図 2 を参照のこと） 。














表 1：5 つのケースを特徴付けるパラメータの値 
パラメータ 
ケース A 










s p   
2005 2025 2025 2050 2050 
出生数の増加率, 
n  
0.00693  ‐0.00465  ‐0.00465  ‐0.01530  ‐0.01530 
t期における新規
参入者の数,  t N  
1.2179 0.8280 0.8280 0.5485 0.5485 
総労働供給,  t L   356.2 313.6 313.6 267.8 267.8 
公的年金の所得代
替率,  θ  
0.334 0.334 0.279 0.334 0.189 
































w e wx τ  
8.1% 8.6% 9.1% 8.8%  10.3% 
消費税率,  c τ   5%  a6.46%  a5.53%  a9.48%  a5.93% 
利子所得税率,  r τ   20% 20% 20% 20% 20% 
相続税率,  h τ   10% 10% 10% 10% 10% 
資本労働比率, 
K ⁄L 
2.85 3.26 4.25 3.19 7.83 
利子率,  r   4.37 %  3.57%  2.40%  3.70 %  0.93% 
賃金率,  w  1.000 1.024 1.068 1.020 1.150 
租税負担率,  T ⁄Y   14.1% 15.8% 15.4% 18.5% 17.3% 
社会保障負担率, 
B ⁄Y  
12.7%  19.7 %  16.7%  28.9%  17.2 % 
国民負担率, 
) ( B T + ⁄Y  
26.8% 35.5% 32.1% 47.5% 34.5% 
社会厚生,  SW   ‐98.55  ‐103.05  ‐101.33  ‐111.81  ‐102.82 
 
a  数値の前に a が付してあるものは、それが税収に関して内生変数であることを示している。 
























w e wx τ  
8.1% 8.6% 9.1% 8.8%  10.3% 
最適消費税率, 
*
c τ   a31.48%  a31.64%  a31.69%  a31.81%  a32.36% 
利子所得税率,  r τ   20% 20% 20% 20% 20% 
相続税率,  h τ   10% 10% 10% 10% 10% 
資本労働比率, 
K ⁄L 
2.85 3.26 4.25 3.19 7.83 
利子率,  r   4.37 %  3.57%  2.40%  3.70 %  0.93% 
賃金率,  w  1.000 1.024 1.068 1.020 1.150 
租税負担率,  T ⁄Y   31.1% 32.2% 32.6% 33.1% 35.8% 
社会保障負担率, 
B ⁄Y  
12.7% 19.7% 16.7% 28.9% 17.2  % 
国民負担率, 
) ( B T + ⁄Y  
43.8%  51.9 %  49.3 %  62.0%  53.0% 
社会厚生, 
* SW   ‐26.52  ‐33.91  ‐30.08  ‐51.03  ‐31.74 
 
a  数値の前に a が付してあるものは、それが税収に関して内生変数であることを示している。 






効用におけるウェイト・パラメータ 4436 . 0 = μ  
将来を割り引くための調整係数  015 . 0 = δ  
異時点間の代替の弾力性  25 . 0 = γ  
政府支出の公共財の程度  88 . 0 = ρ  
退職年齢  61 = RE  
公的年金の支給開始年齢  62 = ST  
公的年金の所得代替率  0.3339 = θ  
生産関数での代替の弾力性  σ = 06 .  
生産関数でのウェイト・パラメータ 2 . 0 = ε  
生産関数での規模パラメータ  0.9593 = B  













よび住民税）    ( 千円)
実効税率  
(%) 
低所得層  5  714 . 0 =
l x   195 3.90 
中所得層  7  1 =
m x   459 6.56 
高所得層  10  429 . 1 =
h x   1,130 11.30 
   




































公共事業  0.340 41.4 
文教および科学振興  0.620 30.1 
防衛  0.398 27.7 
治安  0.728 0.8 
 
































社会保障    1320
公共事業    1320
文教および科学振興    1320
防衛    1320
治安    1320
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0.7
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図 2：潜在的な国民負担率の許容範囲   
 
ＴＯＴＡＬ N=1,320



















出典：経済産業研究所 (2006)  の図表 41 